
妊娠期からの子育て応援交付金について 12月補正

核家族化が進み、地域とのつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊婦・子育て家庭が安
心して出産・子育てができる妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援を充実させ、妊娠届や
出産届を行った妊産婦等に対し経済的支援を図るため、令和4年4月以降に出産された方に対し10万円相
当を支給する。（補助率：国2/3､県1/6､市1/6）

【伴走型相談支援】
妊娠届出時から全ての妊婦・子育て家庭（特に0歳から2歳の低年齢期）に寄り添い、身近で相談に応じ、

関係機関とも情報共有しながら、出産・育児等の見通しをたてるための面談やその後のプッシュ型の情報発
信・相談の随時受付等の継続実施を通じ、必要な支援等につなぐ。
【経済的支援】
妊娠届出時に5万円及び、出生届出後5万円の合計10万円相当とする。令和4年4月以降に出産された全て

の方を対象とする。

【伴走型相談支援】 【経済的支援】

対象者
※経済的支
援ついては
支給額

妊婦届出時（妊婦）から出産、産後の面談と新生児から2
歳までの低年齢期の子育て家庭へ継続的な相談支援
①妊娠届出時（面談）
②妊娠８か月前後（面談）
③出生届出から乳幼児家庭全戸訪問まで間（面談）
※産後の育児期では子育て関連情報発信・相談等継続
面談後必要な支援メニューにつなぐ

令和4年4月以降に出産された全ての方（R4.4.1生～）
支給のタイミング・支給の条件
出産応援（妊婦１人あたり５万円相当）
妊娠届出時の面談実施後
子育て応援（新生児１人あたり５万円相当）
出生届出～乳児家庭全戸訪問までの間の面談実施
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資料１

妊娠時から出産･子育てまで一貫した伴走型相談支援と経済的イメージ

産後の育児期
妊娠期妊娠
(8～10前後)

面
談

妊娠期妊娠
(32～34前後)

出産･産後

相談受付対応
の継続

（両親学級、地域子育て支援拠点、産前産後ケア、一時預かり)

子育て世代包括支援センター(市町村)の伴走型相談支援での面談等でニーズに応じた支援へ

身近で相談に応じ、
必要なメニューに
つなぐ 伴走型相
談支援

面
談

面
談
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